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香川県内の保育所における母乳育児支援の実態調査
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〔論文要旨〕

　香川県内の保育所における母乳育児支援状況を明らかにすることを目的に，県内の乳児保育可能な162施設を対

象に郵送法による質問紙調査を実施し，123施設から回答を得た。母親から母乳育児継続の要望があった保育所は

45．5％であり，母親が保育所に直接授乳に来ることが可能な施設は70．7％，搾母乳を持参できる施設は512％，搾

母乳の取り扱い基準がある施設は619％であった。搾母乳で許可している持参形態は冷凍が最も多かったが，取り

扱い方法を適切に行えていない施設があり，教育支援を求めていた。搾母乳取り扱いのための統一された基準を設

定し，教育的な支援を実施することが保育所での母乳育児の推進のために必要であることが示唆された。
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1．目 勺白

　わが国では急速な少子化が進行している。子育てを

めぐる現状では子育て支援の不足と子育ての孤立・負

担感の増大が問題であり，地域で安心して子育てがで

きるための健やかな妊娠，出産，育児や保育支援体

制の充実が求められている1）。UNICEF／WHOは生後

6か月間の完全母乳を推奨しており2），厚生労働省は

2009年に48．3％であった1か月児の母乳率を2014年ま

でに60％にする目標値を提示している3）。

　母乳育児は，母親の育児のQOLを向上させ4），健

全な母子相互関係の確立に関与する。母乳育児により

乳幼児突発死症候群，上・下気道感染症や消化器感染

症など多くの感染症や肥満，糖尿病や白血病などの発

生率が低下することが報告されている5）。授乳行動は

母親の脳血流量を増加させ6），授乳関連ホルモンであ

るプロラクチンやオキシトシンは母の母性行動を維持

し7），母と子の愛着形成を促進する8）。

　「就業構造基本調査」によると，香川県における女

性の有業率は平成14年度では47．8％，平成19年度で

は48．4％である9）。女性の出産後継続就業率（子ども

の出生年別，第1子出産前後の就業経歴の構成）は

2005～2009年で26．8％（うち9．7％は育休なし）であ

り1°），先行研究により香川県内出産後継続就業者の復

職時期の中央値は5．0か月で，母親が復職した後，乳

児の628％が保育所に預けられることが報告されてい

る1°、。また母親の思う卒乳時期とその決定に関与した

要因では「仕事をはじめる」が約25％を占める11）。上

記の理由から保育施設入所は母乳育児継続に何らかの

影響を与えていることが予想される。そこでわれわれ
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は，香川県内の保育所（保育所と保育園をまとめて「保

育所」と表記する）における母乳育児支援状況を明ら

かにすることを目的に研究を行った。

ll．研究方法

1．調査期間

　平成23年5～6月の期間に調査を実施した。

2．対　象

　香川県健康福祉部子育て支援課が，香川県保育所情

報12）で乳児保育を実施している保育所として公開して

いる162施設を対象とした。

3．調査項目

　①保育所の属性（乳児数・保育士数），②保育所で

の母乳栄養の実際について（母親からの要望の有無

直接授乳・搾母乳の対応状況など），③保育所での搾

母乳取り扱いの実際（取り扱い基準の有無，取り扱い

方法），④今後の搾母乳持参への対応予定とニーズ，

⑤母乳育児支援への保育所の意識について計17項目

の質問紙を作成した。

4．調査方法

　郵送による無記名自記式質問紙調査を実施し，記述

統計を行った。

5．倫理的配慮

　本研究の実施にあたっては，香川県および高松市の

保育所担当部署に研究目的・方法・倫理的配慮につい

て説明し，調査協力を得て実施した。調査対象施設に

は，調査の趣旨と調査への参加は自由意思であり，不

参加による不利益は生じないこと，無記名であり施設

が特定できないこと，研究成果は対象施設を特定でき

ないようにしたうえで，学会等で公表すること，研究

終了後のデータの廃棄方法等について文書で説明し，

研究参加への協力を依頼した。なお，返送をもって同

意が得られたとみなした。

皿．結 果

　124施設から回答を得た。無回答部分が多かった1

施設を除く123施設を対象に統計処理を行った（回収

率：76．5％，有効回答率：992％）。
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1．保育所の属性

　保育所の属性を表1に示す。分析した123施設のう

ちUNICEF／WHOが完全母乳を推奨している0～6

か月の乳児と0～12か月の乳児がいる施設数は，それ

ぞれ66と108箇所であった。これに対し乳児担当保育

士数は463人で，保育士1人あたりの乳児数は1．39人

であった。また保育所における6か月以下の乳児の

完全母乳栄養率は9．5％で，混合母乳栄養率は36．5％で

あった。

表1　保育所の属性
n＝123

質問項目（合計数） 人数 保育所数（％）

0～6か月の乳児数
（合計126人）

なし　　57　（46．3）

1人　　31　（25．2）

2人　　16　　（13．0）

3人　　14　　（ll．4）

4人　　　4　　（3．3）

5人　　　1　　（0．8）

0～12か月の乳児数
（合計648人）

　　なし

1～5人

6～10人

11人以上

15　　　　（12．1）

51　　　（41．5）

50　　　　（40．7）

7　（5．7）

乳児担当保育士数
（合計463人）

　　なし

　　1人

　　2人

　　3人

　　4人

　　5人

6～10人

11人以上

2　（1．6）

9　（7．3）

27　　　　（22．0）

31　　　（25．2）

22　　　　（17．9）

14　（11．4）

14　（11．4）

4　（32）

総保育士数
（合計2，256人＋α）

　5人以下

6～10人

11～20人

21～30人

31人以上

　未回答

つ
」
4
0
ぴ
5
0
6
4

　
1
4
4

（2．4）

（11．4）

（39．8）

（36．6）

（6．5）

（3．3）

表2　保育所での母乳栄養の実際
n＝123

質問項目 回答 保育所数（％）

母乳継続に対する母親からのあり

要望　　　　　　　　　　　なし

56　　　　（45．5）

67　　　　（54、5）

搾母乳の持参 15　　　（12．2）

母親が直接授乳のために来園可能

できるか　　　　　　　　　不可能

　　　　　　　　　　　　無回答

87　　　　（70．7）

35　（2＆5）

1　（0．8）

搾母乳持参への対応 対応できる　　63　（51．2）

対応できない　60　（48．8）
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表3　保育所での搾母乳取り扱いの実際

質問項目 回答
基準あり（n＝39）　基準なし（n＝18）

保育所数（％） 保育所数（％）

許可している持参形態 冷凍のみ

冷凍／冷蔵可

その他

無回答

32　　　　（82．0）

6　　（15．4）

1　　（2．6）

0　　（0．0）

7
ワ
ム
つ
」
ρ
0

（38．9）

（11．1）

（167）

（33．3）

搾母乳の解凍・加温方法湯せん（40℃未満）

（複数回答） 湯せん（40℃以上）

急速流水解凍

常温自然解凍

電子レンジ

冷蔵庫内自然解凍

特になし

その他

17　　　　（43．6）

17　　　　（43．6）

10　　　　（25．6）

7　　（17．9）

0　　（0．0）

2　　（5．1）

0　　（0．0）

4　　（10．3）

6
3
0
2
3
0
1
1

（33．3）

（16．7）

（0．0）

（11．1）

（16．7）

（0．0）

（5．6）

（5．6）

2．保育所での母乳栄養の実際

　母乳栄養に関する母親からの要望に対し，各保育所

が行っている母乳栄養の実際について表2に示す。母

親から保育所に母乳継続の要望があった施設は56箇所

で，実際に搾母乳による母乳栄養を実施している施設

は15箇所であった。また母親が直接授乳のために来園

できる施設は87箇所で，直接授乳に対応できない施設

の理由は，児の安全問題，職員不足，母親の勤務状況

の都合，環境の問題などであった。ほかに母親から

搾母乳持参の要望があった場合に対応できる施設は63

箇所であった。

3．保育所での搾母乳取り扱いの実際

　搾母乳持参の要望に対応できる63施設から搾母乳取

り扱いの実際について回答を得た（表3）。そのうち，

搾母乳の取り扱い基準がある施設は39箇所で，ない施

設は18箇所，無回答が6箇所であった。「搾母乳の持

参形態」は，取り扱い基準がある施設・ない施設では，

それぞれ，冷凍のみが32箇所・7箇所，冷凍／冷蔵い

ずれも可が6箇所・2箇所，その他が1箇所（搾乳の

度に持参）・3箇所（特に定めなし）であった。「搾母

乳の冷凍保存期間」は，6か月可能であるが，取り扱

い基準がある施設・ない施設ともに1週間以内が最も

多く，続いて1か月以内であった。また適切に搾母乳

を解凍・加温できていた保育所は，取り扱い基準があ

る施設・ない施設でそれぞれ，湯せん40℃未満が17箇

所・6箇所，急速流水解凍が10箇所・0箇所であった。

一方，不適切な方法で搾母乳を解凍・加温していた保

育所は，取り扱い基準がある施設・ない施設でそれぞ

れ，常温自然解凍が7箇所・2箇所，湯せん40℃以上

が17箇所・3箇所，電子レンジが0箇所・3箇所とい

う結果であった。

4，今後の搾母乳持参実施の予定とそのニーズ

　母親からの搾母乳持参の要望があった場合に，対応

できないと回答した60箇所の保育所から回答を得た

（表4）。今後，母親が搾母乳の持参を要望した場合に，

「要望があれば検討する」と答えたのは36箇所，「全く

考えていない」が16箇所「したいと思うが予定なし」

が5箇所であった。搾母乳を取り扱うための保育所の

ニーズで最も多かったのは，衛生的環境で8L7％，続

いて教育支援，冷蔵庫などの設備，取り扱い方法がわ

かる，人員の増員，母親からの要望，時間の確保，資

金的援助の順であった。

表4　今後の搾母乳持参への対応予定とニーズ

n＝60

質問項目 回答 保育所数（％）

今後の搾母乳持参　要望があれば検討する　　36　（60、0）
実施への対応予定
　　　　　　　　全く考えていない　　　16　（267）

　　　　　　　　したいと思うが予定なし　5　（8．3）

　　　　　　　　無回答　　　　　　　　　3　（5．0）

搾母乳を取り扱う
ための保育所の
ニーズ
（複数回答）

衛生的環境

教育支援

冷蔵庫などの設備

取り扱い方法がわかる

人員の増員

母親からの要望

時間の確保

資金的援助

その他

9
9
4
3
2
7
3
3
2

4
2
ワ
］
ワ
］
－

（81．7）

（48．3）

（40．0）

（38．3）

（20．0）

（11．7）

（5．0）

（5．0）

（3．3）
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表5　保育所の母乳育児支援への意識
n＝123

保育所数（％）

母親からの母乳育児に関する相談

　あり　　　　　　　　　　　　　　　　51　（415）

　母乳育児（直接授乳搾母乳）の継続（39件）

　　・児が母乳しか飲まない

　　人工乳を使いたくない

　　・休み時間に授乳に来たい

　　・搾母乳を保育所で飲ませてほしい

　　・母乳育児を続けたい

　児が哺乳瓶で飲まない（5件）

　　・母乳育児で人工乳首を嫌がり哺乳瓶で飲まない

　卒乳・離乳食（3件）

　　・1歳を過ぎたので寝るときの母乳をやめたい

　　・保育所への入所を機に人工乳に変えたい

　　・離乳食への移行について

なし

無回答

保育所で母乳育児について話し合う機会

あり

なし

無回答

母乳育児勉強会への参加経験

　あり

　なし

　無回答

保育所が今後勉強会に参加する意思

　あり

　なし

　無回答

70　　　（569）

2　（1．6）

37　　（30．］、）

82　　（66．7）

4　（3．2）

11　（8．9）

108　　　（87．8）

　4　（3．3）

102　　（829）

15　（122）

　6　（4．9）

5．母乳育児支援への保育所の意識

　保育所の母乳育児支援への意識について表5に示

す。母親から母乳育児に関する相談があった保育所は

51箇所で，その内容は，母乳育児の継続，児が哺乳瓶

で飲まない，卒乳・離乳食に関するものであった。ま

た保育所の中で母乳育児について話し合う機会がある

施設は37箇所，保育士が母乳育児に関する勉強会に参

加した経験がない施設が108箇所，今後，勉強会に参

加する意思がある施設は102箇所であった。

　自由記述では，母乳の利点は理解しつつも知識不足

で取り扱いに不安があるなど「取り扱い上の問題」，

人工乳首を嫌がり哺乳瓶で飲まないなど「児の問題」，

母親が仕事に復帰後に母乳不足や忙しさでやめてしま

う傾向があるなど「母の問題」があった。
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IV．考 察

　香川県内の乳児保育を実施している保育所に対し，

母乳育児支援の実態や搾母乳の取り扱い，母乳育児支

援のための意識を調査した。

1．保育所での母乳育児

　本研究の結果，乳児の完全母乳栄養率9．5％は全国

の生後3か月の母乳栄養率56．8％（平成22年）13）に比

べて低かった。また，母親からの母乳栄養に対する要

望があった施設は45．5％であった。鳥越ら14）は，仕事

復帰後に母乳栄養の継続を希望しない母親は55％であ

り，保育所に預ける前から生じている，保育所あるい

は職場の状況による母親の母乳育児に対する意欲の減

退があること，また母乳栄養の継続は職場環境と母乳

分泌の問題に大きく左右されることを報告している。

本研究結果も同様であり，母親の就労が母乳育児をあ

きらめる理由11）の1つと推察できる。

　母乳育児を自然で当然な育児方法として認識できる

ような社会環境を整備し，妊産婦に関わる医療従事者

をはじめ行政や保育所の積極的な啓発活動により，母

親や家族が母乳育児の意欲を高められるように支援す

る必要がある。

　男女雇用機会均等法により，妊娠出産・産前産後休

業や育児休業等の取得を理由とする解雇その他の不利

益な取り扱いは禁止されている。しかし，職場で搾乳

ができる場所の確保や冷蔵庫の提供，搾乳時間につい

て温かく見守る職場風土の確立には疑問が残る。また

保育所に関する情報不足により，搾母乳の取り扱いが

できる保育所の存在を母親が知らない可能性がある。

　厚生労働省による『保育所保育指針』15）には「母乳

育児を希望する保護者のために，衛生面を配慮し，冷

凍母乳による栄養方法などで対応する」とされている。

本研究では，保護i者からの母乳栄養継続の要望は多く

なく，また，保育所も全てが，施設内での直接母乳や

搾母乳による栄養法に対応できていない実態があっ

た。社会全体で母乳育児の啓発活動に取り組むこと，

また母親が母乳育児を継続できるよう職場環境を改善

し充実を図ることが，保育所での母乳育児の推進につ

ながることが示唆された。

2．搾母乳の取り扱い

　搾母乳の取り扱い基準を定めている保育所は39箇所
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で，そのうち実際に搾母乳を取り扱っている施設は15

箇所であった。要望があれば対応するとしながらも実

際は搾母乳を取り扱っていないために，基準を定めて

いないという保育所も多いと考えられる。対応する搾

母乳は「冷凍のみ」としている施設が最も多かったが，

衛生面や保存期間の面で冷蔵母乳より冷凍母乳の方が

安心という意識によるものと推測される。

　冷凍母乳の保存期間は6か月で，搾母乳の適切な解

凍方法は「急速流水解凍」または「冷蔵庫内自然解凍」

であり，加温方法については「湯せん40℃未満」である。

「常温自然解凍」は細菌数の増加により，冷凍母乳の

解凍には適さない16）。しかし，9箇所の保育所で「常

温自然解凍」が行われていた。また「湯せん40℃以上」

は，免疫グロブリンやリパーゼ等の免疫物質や，栄養

面では乳児に必要なエネルギーの50％を供給する脂質

が破壊される恐れがあり望ましくない16）が，この方法

を実施している保育所が20箇所存在した。加えて電子

レンジの使用は，母乳成分が一部失われることや部位

による温度差発生のためのやけどの恐れがあり16），間

違った方法であるにもかかわらず3箇所が使用すると

答えた。このように搾母乳に関して正しく取り扱えて

いない保育所があり，統一された搾母乳取り扱い基準

の策定と普及の必要性が示唆された。

3．母乳育児支援のためのニーズ

　保育所は母乳育児の利点を理解しながらも，衛生面

に対する不安から，冷蔵庫を含む衛生的に搾母乳を取

り扱える環境や取り扱い方法に関する知識のニーズを

持っていた。岡本ら17）も，保育所での冷凍母乳や直接

授乳の環境を整えるのが難しい理由として「冷凍母乳

の保存方法や解凍操作上の衛生面での不安」を報告し

ている。

　「赤ちゃんにやさしい保育園」の10か条18）では，保

育所がすべきこととして，入所児の母親や家族に対す

る母乳育児の啓発活動や，園児に対する母乳育児につ

いての学習体験を促す努力，またそのための研修を全

職員が受講すること等を提言している。

　直接授乳で育った乳児は，人工乳首を嫌がり哺乳瓶

で飲まないことがあり，そのために保育所が苦慮する

点があった。母親の乳首と人工乳首では吸着と吸畷に

いくつかの違いがあり，直接母乳で育った乳児は人工

乳首を嫌がる傾向がある。このような場合にカップを

用いて授乳するカップ授乳が応用できる19｝。新しい知
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見を保育士に教授し，搾母乳の取り扱いを困難にして

いる問題を解決する必要がある。保育所は母乳育児の

利点を理解しており，それを推進するために「教育支

援」や「環境整備」などのニーズを持っている。教育

支援などの社会的支援を行うことが保育所での母乳育

児の推進につながることが示唆された。

V．結 論

　香川県の保育所で母親の母乳継続ニーズがあったの

は455％であった。また搾母乳の対応ができない保育

所が48．8％存在していた。搾母乳の取り扱いを適切に

行えていない保育所があり，教育的支援や社会的支援

を求めていた。

　保育所における母乳育児推進のためには，搾母乳取

り扱いのための統一された明確な基準を設定し，勉強

会など教育的な支援を実施すること，また働く母親が

保育所に児を預ける際に母乳栄養を継続しやすいよう

に職場環境を整えるとともに，保育所からの積極的な

働きかけを行う必要があり18），そのための環境整備や

社会的支援が不可欠であることが示唆された。
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〔Summary〕

　The　purpose　of　this　study　was　to　identify　how　daycare

centers　in　Kagawa　prefecture　support　breastfeeding

mothers．　A　questionnaire　survey　was　conducted　involv－

ing　162　daycare　centers　for　infants　in　Kagawa　prefecture．

　Atotal　of　123　centers　responded，　and　it　was　revealed

that　45．5％of　mothers　wanted　to　continue　breastfeed－

ing．　Mothers　were　allowed　to　breastfeed　their　children

in　7Q7％of　centers　and　bring　expressed　milk　in　51．2％；

619％of　centers　had　established　a　standard　for　han－

dling　expressed　milk．　Among　the　methods　of　bringing

in　expressed　milk，　freezing　was　allowed　by　the！arg－

est　number　of　centers．　However，　staff　at　some　centers

did　not　know　proper　defrosting　methods　arコd　required

educational　support．　A　uniforrn　standard　for　handling

expressed　milk　and　educational　support　for　daycare　staff

are　needed　to　promote　breastfeeding　in　daycare　centers．

〔Key　words〕

breastfeeding，　daycare　centers，　expressed　rnilk，

frozen　breast　rnilk，　child　care　support
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